
令和７年度 事業報告

Ⅰ 農地中間管理事業

農地中間管理機構として、市町村、農業委員会、土地改良区、ＪＡ等関係機関との連携

を密にして、農地中間管理事業（農地の借受、貸付、農作業の受委託等）の実施により、

「地域計画」の達成に向けた担い手への農地集積・集約化を推進した。

１ 推進体制

農業経営基盤強化促進法等の改正に伴う、取扱件数の増加に対応するため、推進員の

増員等、体制の強化を図った。
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２ 農地中間管理事業による権利設定の推進

市町村が策定した「地域計画」の達成に向けて、地域計画の区域内において農地中間

管理事業を重点的に実施し、担い手への農地の集積・集約化に寄与した。

＜令和７年度農用地の借入・貸付実績＞

区 分 件 数 貸借面積 年間賃料 備 考

件 ha 千円
新規・更新 3,476 938 104,476 年間賃料は

借 入
公社経由と

累 計 6,210 1,938 144,732
直接支払の

新規・更新 2,744 954 105,193 合計金額
貸 付

累 計 4,058 1,710 144,503

※ 公社システムより：件数については、借入は｢地権者数｣、貸付は｢耕作者数｣をそれぞれカウント



３ 地域計画のブラッシュアップに向けた取組

市町村・農業委員会との連携会議の開催や、地域ごとに開催された農業者等の協議

の場ほか、農地流動化に関する説明会・検討会等に推進員が参加し、担い手に関する

情報提供を行うなど、「地域計画」のブラッシュアップに向けた取組を支援した。

１）地域計画の策定状況

令和７年３月末までに、県内全ての市町村１１６地区で策定済み。

２）地域計画協議の場への参加の状況

令和７年度に開催された９市町（４７回）の協議の場へ参加した。

徳島市：１５回、鳴門市：６回、小松島市：６回、阿南市：１３回、

三好市：１回、北島町：１回、藍住町：３回、板野町：１回、上板町：１回

４ 中間保有農地の適正管理

中途解約により当公社が中間保有している農地について、担い手等への作業委託や

公社職員の直接作業による除草や耕耘など、農地の適正管理に努めた。

＜中間保有農地の状況＞

令和７年度末時点 令和６年度末時点
市町村 備考

所有者数 筆数 面 積 所有者数 筆数 面 積

人 筆 ㎡ 人 筆 ㎡
徳 島 市 3 6 5,655 － － －

阿 南 市 － － － 3 11 10,814

阿 波 市 1 1 844 1 1 1,333

美 馬 市 － － － 1 1 2,185

石 井 町 － － － 1 7 7,490

松 茂 町 1 2 808 1 2 808

上 板 町 1 1 343 － － －

美 波 町 1 3 9,857 － － －

合 計 7 13 17,507 7 22 22,630



５ 農地中間管理機構関連農地整備事業を活用した農地集積の推進

対象農地を全て機構に預け、担い手に集積・集約化することなどを要件に、農家負担

ゼロで「県営ほ場整備事業」が実施できる本事業を活用し、担い手への農地集積を加速

化した。

＜推進地区＞

採択年度 市町村 地区名 計画面積 備 考

Ｈ30 阿 南 市 芳崎 50.2 ha 権利設定済み、一部効果発現済み

Ｒ２ 阿 南 市 長生中央 64.4 ha 権利設定済み、一部効果発現済み

Ｒ３ 小松島市 和田島 17.6 ha 権利設定済み、Ｒ５着工

Ｒ４ 小松島市 黒地 43.0 ha 権利設定済み、Ｒ７着工

阿 南 市

Ｒ５ 阿 南 市 八幡 31.0 ha 権利設定済み、Ｒ８着工予定

Ｒ６ 阿 波 市 日吉 29.3 ha 権利設定済み、Ｒ６着工

Ｒ７ 阿 南 市 江野島 59.5 ha 権利設定中、Ｒ７着工

６ 「とくしま農山漁村未来投資事業」を活用した農地集積の推進

「とくしま農山漁村未来投資事業（県単独事業）」を活用し、担い手をはじめとした、

農業を担う者として目標地図に位置づけられた者への農地の利用集積を推進した。

１）地域計画実現産地育成支援事業

担い手を確保しにくい中山間地域等の農地を５年以上借り受け、地域が推進する

作物を栽培する者を支援するため、奨励金を交付した。

＜令和７年度事業実績＞

市町村 件 数 面 積 金 額 備 考

件 ａ 千円
徳 島 市 1 6 12

阿 波 市 22 1,255 2,510

勝 浦 町 15 610 1,220

佐那河内村 9 153 306

神 山 町 4 112 224

牟 岐 町 2 310 620

板 野 町 3 70 140

つ る ぎ 町 6 119 238

合 計 62 2,635 5,270



２）耕作放棄地フル活用事業

再生作業後、借入農地において５年以上耕作することが確実な者を対象とし、

対象農地の再生作業等に要する経費を交付した。

＜令和７年度事業実績＞

市町村 件 数 面 積 金 額 備 考

件 ａ 千円
鳴 門 市 3 175 2,454

小 松 島 市 1 16 224

阿 南 市 3 134 1,316

美 馬 市 1 33 465

勝 浦 町 2 178 1,719

合 計 10 537 6,178

７ 関係団体との連携強化

「農地中間管理事業の推進に関する連携協定」に基づき、徳島県農業協同組合中央会、

一般社団法人徳島県農業会議、徳島県土地改良事業団体連合会及び徳島県農業青年

クラブ連絡協議会と連携し、更なる担い手への農地集積・集約化を推進した。

農業委員会との情報共有や、農地の貸借等についての窓口対応等、市町村への業務の

一部の委託などにより、円滑な農地貸借を推進した。

○市町村への業務委託

・件数：２件（阿波市、神山町）

・金額：４４５，４８０円

８ 周知・広報活動

推進員単独または、農業委員会農地利用最適化推進委員と連携し、農家を個別に

訪問し、働きかけ、ニーズ把握等を行うことにより、担い手への農地集積を推進した。

ホームページや市町村等広報紙への情報掲載、リーフレットの配布など広報を実施し、

円滑な農地貸借を推進した。



Ⅱ 農地売買支援事業

離農する農家などから優良農地を買い入れ、認定農業者等の担い手へ売り渡すことに

より、経営規模拡大を支援した。

＜令和７年度農地の売買について＞

実 績 当初計画
区分

件数 面 積 価 格 件数 面 積 価 格

㎡ 千円 ㎡ 千円
買 入 ６ 6,770 10,350 ４ 10,000 50,000

売 渡 ６ 6,770 10,350 ４ 10,000 50,000

Ⅲ 青年農業者等の育成に関する事業

徳島県農業経営・就農支援センター（事務局：一般社団法人 徳島県農業会議）の

伴走機関として、新規就農希望者に対する相談活動を実施するとともに、新規就農者向け

ガイドブック（「とくしまブランド農畜産物」及び「農業のススメ」）のデータ作成を

担う等の取組を行った。


